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I 現代はどのように語られているのか？   
 １．９・１１から「アラブの春」へ ――＜民主主義 VS 独裁＞と「非政治的人間の考察」 
 ２．＜民主主義とは何か？＞という問い  




 １．ジャック・アタリと「ノマド」化する世界  
  （１）「歴史」という名の不吉な予言  
  （２）「超紛争」化する予言世界――中国、ヨーロッパ、アメリカ、アフリカ  
  （３）ドイツにおける難民の受け入れ  
  （４）グローバルヒストリーによる市場の告発  
 ２．「スマート・ガヴァナンス」またはシステムの悪意について  
  （１）「世界社会」とラテラルな世界システムのレジーム  
  （２）ルーマンと認知論的転回（コグニティヴ・ターン）  
  （３）グローバル・ファイナンスと世界金融危機  
  （４）ポストモダンな文脈的ガイダンスとホッブス的問題の克服  
  （５）「固有の価値としての偶有性」とシステミック・リスク  
 





（１）戦時金融協力の停止と賠償問題から大不況まで   
（２）中・東欧の政治地図の改変――民族自決原則の経済的帰結 








I 現代はどのように語られているのか？   
 
１．９・１１から「アラブの春」へ ――＜民主主義 VS 独裁＞と「非政治的人間の考察」 
 
 民主主義 VS 独裁――これは、今日、最もアクチュアルなテーマの一つである。その際、いわゆ
る「国際社会」は、断然、前者の味方であり、後者を糾弾してやまないのは、周知のとおりである。




化においても、香港の反政府デモ（2014 年）、すなわちイギリス BBC のいわゆる「雨傘運動」







 それでは、「アラブの春」についてはどうであろうか。 2009 年 2 月に発表されたイラクからの米
軍の撤退計画は、戦闘部隊の撤退（2010 年 8 月）、駐留部隊の撤退（2011 年 12 月）によって
完了するが、このイラク戦争の終息への流れとくびすを接するようにして、「アラブの春」と呼ばれ
ることになる出来事は始まった。一般的な理解によれば、アフリカ北部、地中海沿岸の国チュニ
ジア（19 世紀末から１９56 年までフランス保護領、人口約 1000 万）で、販売許可をめぐる役人と
のトラブルから起こった失業中の若い露天商の焼身自殺（ 2010 年 12 月）のケータイによる撮影
とその映像のフェイスブックへの投稿、アラビア半島東部の首長国カタールにおける 24 時間放
送の衛星テレビ局アルジャジーラ（カタールの首長による金融支援とイギリス BBC の技術的およ








ことになった。この過程で、2011 年 3 月、軍事介入を主導するフランス1とともに、アメリカ、イギリ
                                                   
1 「介入主義に走るフランスの強気 Napoleon Complex」（ベニー・アブニ）、ニューズウィーク日







経済は著しく疲弊していった 3。例えば、世界銀行の統計によればリビアの一人当たり GDP は、
「アラブの春」によってカダフィ政権が崩壊する 2011 年前後（2010～2016 年）を見ると、2010
年にそれまでで最も高い約 30,000 ドルまで上昇した後、2011 年にはその三分の一の約




主要な原因こそが、駐日欧州連合代表部の公式ウェブマガジン『 EU MAG』（2015 年 10 月号）
も書いているように5、「アラブの春」、すなわち「 2010 年～2012 年、アラブ世界で広がった民主
化を求める反政府運動」に他ならない。同マガジンは、次のように記している、「国連難民高等
弁務官事務所（UNHCR）によると、その数は全世界で約 6,000 万人（2014 年）。近年は、シリ
アやアフガニスタンなどからの難民が増え続け、特に今年に入ってからはシリア内戦の長期化に






                                                   
2 IS、いわゆる「イスラム国」の資金源に関する次のドイツの代表的メディア（ Zeit, Tagesschau, 
Deutsche Welle ）の報道を参照。Irak: Die Sponsoren der IS-Gotteskrieger | ZEIT 
ONLINE(25. Juli 2014). Die Sponsoren der IS-Gotteskrieger.Geldgeber aus den 
Golfstaaten haben lange die radikalen IS-Truppen unterstützt. Nun haben die 
Gotteskrieger eigene Geldquellen. Das ängstigt Kuweit und Saudi-Arabien, 
http://www.zeit.de/politik/ausland/2014-07/islamischer-staat-gotteskrieger-finanzier
ung-syrien-irak; Hintergrund. Die Terrorgruppe IS(Stand: 26.07.2014 13:06 Uhr), 
http://www.tagesschau.de/ausland/isis-104.html; Who finances ISIS? In the 
aftermath of its conquest of Mosul, the jihadi organization ISIS has been recognized 
as the richest terrorist organization in the world. Where does its money come from? 
(19.06.2014), http://www.dw.de/who-finances-isis/a-17720149; Wer finanziert ISIS? 
(Datum 20.06.2014), http://www.dw.com/de/wer-finanziert-isis/a-17718504. 
3 例えば、次を参照、青山弘之『混迷するシリア ――歴史と政治構造から読み解く』岩波書店、
2012 年。 
4 THE WORLD BANK/Deta による。https://data.worldbank.org/country/libya  ここでの
GDP の単位は、国際比較のために、各国通貨の購買力平価（Purchasing Power 
Parity :PPP) をドルで表示したもの（国際ドル）であり、ここでは 2011 年の物価を基準にして算
出されている。統計では、constant 2011 international $ と表記されている。 
5 「EU MAG 欧州難民危機〜急増するシリア難民への対応〜」（ 2015 年 10 月 20 日、
















滅ぶとも！』(Fiat justitia oder veritas oder liberata, fiat spiritus ― pereat mundus et 
vita!)――これがあらゆるラディカリズムの語るところである。『生が問題であるというときに、そもそ
も真理が論拠となりうるであろうか？』 (Ist denn die Wahrheit ein Argument, ――wenn es 








 ２．＜民主主義とは何か？＞という問い  
 
 ルーマンの社会システム理論における「社会の自己記述」という方法によって 20 世紀のドイツ
「社会」史の書き換えを試みた後9、私立ブレーメン大学を経て 2005 年よりベルリン自由大学教
                                                   
6 トーマス・マン『魔の山（下）』高橋義孝訳、新潮文庫版、 2005 年、365 頁等。Mann, Thomas, 
Der Zauberberg. Roman , Frankfurt am Main 1952, S. 660usw.  
7 トーマス・マン、前田敬作・山口知三訳『非政治的人間の考察』下、筑摩書房、1969 年、301
頁。Mann, Thomas, Betrachtungen eines Unpolitischen (Berlin, 1918), 4. Aufl., 
Frankfurt am Main 2009, S. 571. 
8 ドイツにおける文脈に関しては、次を参照、 Daniel, Ute, Geschichte schreiben nach der 
“kulturalistischen Wende", in: Archiv für Sozialgeschichte , 43, 2003; Wehler, 






とは何か？ 歴史と現代』（2012 年）、『民主主義 101 の最も重要な問い』（2015 年）の 2 冊で
ある10。前者は 500 頁を超える大冊で判型はいわゆる四六判よりも縦横とも少し大き目である。








第 77 問を取り上げてみたい。以下はその全訳である。  
  






















                                                                                                                                                               
チ」『思想』岩波書店、No. 1032、2010 年、を参照。 
10 Nolte, Paul, Was ist Demokratie? Geschichte und Gegenwart , C. H. Beck, 2012; 








































                                                   
11 Nolte, Die 101 wichtigsten Fragen: Demokratie , S. 123f. 



































 また「アラブの春」は、第 77 問への解答においては、「都市という場所でのプロテストの新しい
形態」であり、「参加型予算」と並んで、「イギリス、フランス、アメリカ合衆国の三角形」の外側から
生まれてきた民主主義の「革新」であるとされている。こうした考え方は確信に満ちた簡潔さで語
                                                   











の側に立って西側の介入(mit westlicher Intervention) が行われており、シリアでは、事態は





















 ところで、第 77 問の解答において、世界大戦を含めてドイツ帝国の時代の「ドイツの知識人と
保守主義者」の代表者として想定されているのはもちろんトーマス・マンである。『民主主義とは
何か？』によれば、英仏の軽蔑すべき政治からドイツの高い文化を区別するという教養市民層の
                                                   
14 Nolte, Was ist Demokratie? Geschichte und Gegenwart , S. 10. 
15 Nolte, Die 101 wichtigsten Fragen: Demokratie , S. 125． 
16 例えば、兼村高文・洪萬杓「住民参加型予算の現状と今後―日韓の事例を中心に―」『自治
総研』通巻 405 号 2012 年７月号、およびそこに挙げられている次の参考文献、 Wampler,B., 
Participatory Budgeting in Brazil － Contestation,Cooperation, and Accountability































                                                   
17 Nolte, Was ist Demokratie? , S. 200. 
18 Nolte, Was ist Demokratie? , S. 200. 
19 例えば、野田宣雄『ドイツ教養市民』講談社、1997 年、43 頁。 
20 Nolte, Paul, Generation Reform. Jenseits der blockierten Republik , München 
2004. 
21 雨宮昭彦「比較社会史の「理論」と社会システム論的アプローチ」『思想』岩波書店、 No. 
1032、2010 年、を参照。 
22 雨宮「比較社会史の「理論」と社会システム論的アプローチ」、を参照。  
23 Wehler, Hans-Ulrich, Die Herausforderung der Kulturgeschichte , München 1998, 
S. 7. 関連する我が国の文献としては、例えば、次を参照、小田中直樹「言語論的転回と歴史




的転回』以後に歴史を書く」と題された、学派第二世代のウーテ・ダニエル（ 1953‐）の 2003 年
の 論 文 の な か の 次 の 言 葉 に も 示 さ れ て い る 。 「 歴 史 学 の 原 理 に 関 わ る
























                                                   
24 Nolte, Paul/Hettling, Manfred et al(Hg.), Perspektive der Gesellschaftsgeschichte , 
München 2000, のなかのノルテ、コッカ、ヴェーラーの論考を参照。この論点に関する文献資
料の代表として、ビーレフェルト学派の歴史を証言する重要文献を編んだ書物 (Hitzer, B., 
Welskopp, T.(Hg.), Die Bielefelder Sozialgeschichte , Bielefeld 2010) のなかに、編者のヴ
ェルスコップらは、次の論文を収録している。 Daniel, Ute, "Kultur" und "Gesellschaft". 
Überlegungen zum Gegenstandsbereich der Sozialgeschichte, in: Geschichte und 
Gesellschaft, 19. Jg., H. 1, 1993. 
25 Daniel, Ute, Geschichte schreiben nach der “kulturalistischen Wende", in: Archiv 
für Sozialgeschichte , 43, 2003, S. 576. 
26 Nolte, Paul, Gesellschaftsgeschichte-Von der Theorie zur Geschichtsschreibung, 
in: Nolte, Paul/Hettling, Manfred et al(Hg.), Perspektive der Gesellschaftsgeschichte , 
München 2000, S. 2. 
27 Wehler, Hans-Ulrich, Rückblick und Ausblick-oder: arbeiten, um überholt zu 
werden?, in: Nolte, Paul et al(Hg.), Perspektive der Gesellschaftsgeschichte , S. 156. 
28 Wehler, Hans-Ulrich, Rückblick und Ausblick-oder: arbeiten, um überholt zu 
werden?, S. 159. 























大学の定年を 65 歳とすれば、ルーマンに許された大学在職中の研究期間は 24 年しかないの
だ。この「社会の理論」の集大成となったルーマン最後の著作『社会の社会』は、ビーレフェルト
大学退職の 4 年後、死の前年の 1997 年に出版された34。その本が刊行されたとき『ツァイト』紙





                                                   
30 Nolte, Paul, Die Ordnung der deutschen Gesellschaft. Selbstentwurf und 
Selbstbeschreibung im 20. Jahrhundert , München 2000. 
31 Nolte, P., Gesellschaftstheorie und Gesellschaftsgeschichte. Umrisse einer 
Ideengeschichte der modernen Gesellschaft, in: Mergel, T., Th. Welskopp(Hg.), 
Geschichte zwischen Kultur und Gesellschaft , München 1997. 
32 ルーマン、ニクラス、村上淳一編訳『ポストヒューマンの人間論 後期ルーマン論集』東京大
学出版会、2007 年。 
33 Brunkhorst, Hauke, Abschied von Alteuropa, in: DIE ZEIT, 25/1997, 
https://www.zeit.de/1997/25/Abschied_von_Alteuropa 
34 Luhmann, Niklas, Die Gesellschaft der Gesellschaft , Suhrkamp Verlag, 1997.  馬
場靖雄他訳『社会の社会』2 巻、法政大学出版局、2009 年。 


























 2012 年と 2015 年に出版されたノルテの民主主義に関する 2 冊の著書の背景には、「アラブ
の春」（2010‐2012 年）や「ウォール街を占拠せよ」（ 2011‐2012 年）、そしてまたドイツの 2010
年の「流行語大賞」(Wort des Jahres) にもなった「怒れる市民」（Wutbürger）など世界中に広






38 Luhmann, Niklas, Die Weltgesellschaft, in: Luhmann, Niklas, Soziologische 
Aufklärung 2, Aufsätze zur Theorie der Gesellschaft , 7. Aufl., Springer VS: 
Wiesbaden, 2018.  本稿第 II 章を参照。 
39 Willke, Helmut, Smart Governance. Governing the Global Knowledge Society , 
Campus Verlag, Frankfurt/New York, 2007, p. 48, 83; Willke, Helmut, Global 
Governance, transcript Verlag, Bielefeld, 2006, S. 32f. 



























                                                   
41 Nolte, Was ist Demokratie? , S. 2. 
42 「ボーデン湖岸の町コンスタンツに滞在していた社会学者」によるブログ「コンスタンツ通信」
(2010/12/20, 午前 7:43) https://blogs.yahoo.co.jp/shigekisatojp/18221482.html 
43 Nolte, Was ist Demokratie? , S. 2. 
44 Nolte, Die Ordnung der deutschen Gesellschaft , S.16. 
45 Nolte, Gesellschaftstheorie und Gesellschaftsgeschichte, in: Nolte, P., 
Gesellschaftstheorie und Gesellschaftsgeschichte. Umrisse einer Ideengeschichte der 
modernen Gesellschaft, in: Mergel, T., Th. Welskopp(Hg.), Geschichte zwischen 
Kultur und Gesellschaft , München 1997, S.282. 
46 Kocka, Jürgen, Karl Marx und Max Weber im Vergleich: Sozialwissenschaften 
zwischen Dogmatismus und Dezisionismus, in: Hans-Ulrich Wehler (Hg.), 
Geschichte und Ökonomie , Köln: Kiepenheuer & Witsch, 1973. （水沼知一訳「カール･マ
ルクスとマックス・ヴェーバー（上）、（下）」『思想』 No.626、627, 1976 年。） 
47 Wehler, Hans-Ulrich, Die Herausforderung der Kulturgeschichte , München 1998, 
S. 8. 





























                                                   
49 Nolte, Paul, Religion und Bürgergesellschaft. Brauchen wir einen 
religionsfreundlichen Staat? , Berlin: Berlin University Press, 2009. 
50 ベルリン自由大学のノルテの HP 内の Zur Person を参照。
http://www.geschkult.fu-berlin.de/e/fmi/institut/mitglieder/Professorinnen_und_Prof
essoren/nolte.html 
51 Wehler, H.-U., Modernisierungstheorie und Geschichte , Göttingen 1975. （山口定・
坪郷実・高橋進訳『近代化理論と歴史学』未来社、1977 年）。第 4 章を参照。 
52 「はざま期」の概念に関しては、次を参照、雨宮昭彦「比較社会史の「理論」と社会システム論
的アプローチ」『思想』岩波書店、No. 1032、2010 年。また、坂井栄八郎『ゲーテとその時代』 
朝日選書、1996 年。 
53 Kant, Immanuel, Kritik der reinen Vernunft (1787), Stuttgart 1966, S. 80f., 118. カ
























ティヴが、見方によれば、等しく正当で、道理にかなったもの (equally legitimate) である」とする
見解が生じてくるように思われるが、それはある種の相対主義(relativism)ではないかとするシ
ュタインバウアーの極めて真っ当な質問に対して、ガブリエルは、「全てのパースペクティヴが等
しく正当で、道理にかなったものであると私は言っているわけではありません」(I’m not saying 
that they’re all equally legitimate .)と述べたうえで、議論を「パースペクティヴ」から「存在」の
ほうへ移していき、「存在はそれ自体で善であるとする哲学的伝統を否定することは極めてたや
すいことです。つまり、存在しない独裁者は、存在する独裁者よりも善いのです」 (It’s very easy 
to refute the traditional philosophical premise that existence is itself good: a 
non-existing dictator is better than an existing dictator.) 56としている。この考え方におい
て、あるものを「善い」(good)あるいは、あるものを別のものよりも「より善い」(better)とする判断は
どこから、どのような根拠で表れてくるのだろうか。また、さらに、「善ではない」独裁者という「正当
                                                   
54 金田千秋『カント美学の根本概念』中央公論美術出版、2005 年、を参照。 
55 Interview: Marcus Gabriel, in: Philosophy Now – Issue 113 
https://philosophynow.org/is sues/113/Markus_Gabriel （マルクス・ガブリエル／アーニャ・
シュタインバウアー、竹中真也訳「『なぜ世界は存在しないのか』入門」『現代思想 マルクス・ガ
ブリエル』10 月臨時増刊号、2018 年、17 頁。）；ガブリエル『なぜ世界は存在しないのか』講談
社、2018 年、244 頁以下。 






















 （１） 「歴史」という名の不吉な予言  
 
フランスの思想家で歴代フランス政府の政治顧問などを歴任してきたジャック・アタリ (Jacques 
















                                                   
57 Interview: Marcus Gabriel, p. 7. ガブリエル／シュタインバウアー、竹中真也訳「『なぜ世
界は存在しないのか』入門」18 頁。 
58 ＢＳ１スペシャル「ジャック・アタリが語る 混迷ヨーロッパはどうなるのか？」 2016 年 3 月 9 日。 
59 アタリ、ジャック、林昌宏訳『21 世紀の歴史』作品社、2008 年、222 頁以下。原書は、Attali, 




























要素としての労働の移動に法的規制がなかったのは 19 世紀だけである64。 
 




                                                   
60 マニックス、ダニエル・ P 、土田とも訳『黒い積荷』平凡社、1976 年。 
61 Roger, Anstey, The Slave Trade of the Continental Powers, 1760-1810, in: The 
Economic History Review , New Series, Vol. 30, No. 2(May, 1977), p. 267. 
62  Daudin, G./Morys, M./ O’Rourke, Kevin H., Globalization, 1870-1914, in: 
Broadberry, Stephen/O’Rourke, Kevin H., ed., The Cambridge Economic History of 
Modern Europe, Vol. 2: 1870 to the Present, Cambridge University Press, 2010, p. 
13ff. とくに Table 1.5, Figure 1.2. 
63 アタリ『21 世紀の歴史』155 頁。 
64 Maddison, Angus, Phases of Capitalist Development , Oxford University Press, 










アタリによれば、中国の GDP がアメリカと並ぶのは 2015 年で、その時世界の GDP に占める
























                                                   
65 アタリ『21 世紀の歴史』237 頁以下。 
66 ハンチントン、サミュエル『文明の衝突と 21 世紀の日本』集英社、2000 年、154 頁。 
67 アタリ『21 世紀の歴史』144 頁以下。 
68 アタリ『21 世紀の歴史』222、335 頁など。 
69 アタリ『21 世紀の歴史』145 頁。 
70 アタリ『21 世紀の歴史』210 頁。 
71 アタリ『21 世紀の歴史』239 頁以下。 















わゆる「アラブの春」の進行過程で、2011 年 3 月、リビア空爆を、最初からそれをイギリスとともに、
アメリカ以上に主張していたフランスは、最終的には英米とともに断行し、リビアの政治的・経済
的崩壊、その地域における IS の台頭、それによるシリアの経済的・社会的混乱の激化、そして
難民の増加を招来したことは、よく知られている。ちなみに、 2017 年 5 月 22 日（日本時間 23
日）にマンチェスターで多数の死者を出した自爆テロについて、イギリス労働党党首ジェレミー・
コービンは、テロとイギリスの外交政策（リビアへの軍事介入）との関連に言及した75。また、2017
年 5 月にフランス大統領に就任したエマニュエル・マクロンは、ロシア RTL の報道（2017 年 6











がすでに確実に進行し続けているのではないだろうか。 2018 年 4 月半ばに
おけるシリアへの英米仏の軍事攻撃において、このフランス大統領の立場は、彼の前任者の戦
闘性からどのように変化したであろうか 76。イギリス BBC の特派員は、戦闘が続き、難民のヨーロ
ッパへの出港地となっている地中海に面したリビアの首都トリポリからの報道において、 7 年前の
2011 年にアメリカ、イギリス、フランスをはじめとする NATO 軍は、ガダフィ政権を空爆し、政権を
崩壊に導いたが、その時には、「今日のような状況は想定外だった」 (This wasn’t supposed to 
be like this.) と、これも「お決まり」のフレーズで事もなげに報じている（2018 年 9 月 8 日、
                                                   
73 アタリ『21 世紀の歴史』188 頁以下。 
74 アタリ『21 世紀の歴史』309 頁以下。 
75 Jeremy Corbyn links foreign policy to growing terror threat--Labour leader will 
resume electioneering with emphasis on links between terrorism at home and wars 






惑しているようである（2018 年 4 月 28 日、NHKBS1、午前 6 時台）。 
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果でもあるということ、 その意 味 で、それは「『自 然 的』現 象であるよ りも、むしろ人 為 的
(man-made)現象」（フェインシュテイン）77に他ならないということを忘れるべきではないであろう。
IS のようなテロリストグループやいわゆる反政府勢力の資金源の問題はいまだにブラックボック




















るが、その引き金を引いたのは、ガーディアン紙（ 2012 年 8 月 5 日）によれば82、2007 年 8 月 9
                                                   
77 Feinstein, Charles H./Temin, Peter/Toniolo, Gianni, The European Economy 
Between the Wars , Oxford University Press, 1997, p. 12. 
78 IS、いわゆる「イスラム国」の資金源に関しては、前章、注 2 を参照。 
79 アタリ『21 世紀の歴史』128 頁以下、182 頁。 
80 アタリ『21 世紀の歴史』348 頁。 
81 Norbert Häring, EZB-Studie: Die wahren Ursachen der griechischen Tragödie, in: 
Handelsblatt,28.01.2010, 15:04 Uhr. 同記事は、欧州中央銀行の次のワーキングペーパー
に基づいて書かれている。 “The Janus-headed salvation: sovereign and bank credit risk 
premia during 2008-09”(by J. W. Ejsing and W. Lemke), December 2009. 
82 Three myths that sustain the economic crisis. Larry Elliott, economics editor. 








か？一時的な問題だろうか？ (Technical? Temporary?) 6 週間以内に明らかになったことは、
2007 年 8 月に起こったこの暴落は、決して短期的な逸脱 (short-term blip)などではなかったと
いうことだ。・・・・以後 5 年たった今も、グローバル経済は、依然として、銀行家の傲慢によって引
き起こされた深刻なトラウマから回復しなければならないのである」、と。ちなみにアタリは、金融


















エイズ感染者数について、40 歳未満の成人のうちそれに感染した者は 2006 年に 3000 万人に
ものぼり、人的インフラの崩壊状態を示しているとしている 85。しかし、こうしたアフリカの経済的疲
弊は、アタリの考えるように、資本主義や市場経済の発展の必然的結果なのだろうか。この問題
を よ り 広 い 歴 史 的 視 野 の 中 で 捉 え た 場 合 、 経 済 史 家 の チ ャ ー ル ズ ・ フ ェ イ ン ス テ イ ン
(1932-2004) が注目すべき見解を明らかにしている。  





州産業大学産業経営研究所）、47 号、2015 年 3 月 30 日。 
84 アタリ、ジャック、林昌宏訳『金融危機後の世界』作品社、2009 年、119 頁。 


































                                                   
86 Feinstein, Charles H., An Economic History of South Africa. Conquest, 
Discrimination and Development , Cambridge University Press, 2005, p. 128. 
87 Feinstein, An Economic History of South Africa , p. 162ff., 133ff., 244ff. 
88 Eloranta, J./Harrison, M., War and disintegration, 1914-1950, in: Broadberry, 
Stephen/O’Rourke, Kevin H., ed., The Cambridge Economic History of Modern 





















とも言うべき位置を占めている（あるいは、占めていた 92）ように思われる。  
 
（３） ドイツにおける難民の受け入れ  
 
例えば、ドイツのトップクラスの経済研究所であるベルリン経済研究所(Deutsches Institut 








                                                   
89 例えば、「アフリカ重視を続ける中国」みずほリサーチ、 May 2014. 
https://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/research/r140501china.pdf 
90 一般財団法人平和・安全保障研究所『主要国の対アフリカ戦略に基づく投資／支援に関す
る調査研究』（平成 26 年 3 月 24 日）
http://www.mod.go.jp/j/approach/others/service/kanshi_koritsu/yosan_shikko/2013_s
eika_africa_toshi.pdf 
91 アタリ『21 世紀の歴史』132 頁。 
92 難民受け入れをめぐるドイツ連立政権内での対立と政策の修正については後述。  
93 Fratzcher, Marcel, Flüchtlinge schnell in den Arbeitsmarkt integrieren, in: 
DEUTSCHLAND. de , Donnerstag, 20. Dezember 2015.  他方で、持続的発展
(sustainable development) の観点からのアプローチとして、 Jun Ikeno et. al., eds.,  
Resources Vitalizing Local Societies in Tanzania. African Study Monographs. 








ると、10 年前の 2005 年の失業率は 13.0%という 2000 年代が始まって以来最も高い値を示し
ていた。失業率は 1990 年代には当初から年々増加を続けており、 1993 年から 94 年にはつい
に 10%を超えるに至った。それ以後失業率 10%以上という緊張に満ちた労働市場の状態が
2007 年まで、十年以上も続くことになる。つまり、東西ドイツの再統一後は失業者数が「東西合






てルーマニアからのドイツへの難民が急増した 96。その数は、すでに 1988 年には 20 万人を超え、
1989 年には 39 万人、1990 年には 40 万人に達した。これに加えて東ドイツからの合法的移住
者が 1989 年には 39 万人、1990 年には 39 万 5 千人が西ドイツに流入した。こうした中で、庇
護権の改革や国境管理の厳格化などが実施されることになった。 1993 年 7 月 1 日に発効する










                                                   
94 ヨーロッパの難民問題が大きく浮上する直前の時期 (2012~13 年頃)のドイツにおける外国人
労働者の受け入れ等の実態については、次を参照。手塚和彰「ドイツ・ケルンから考えた日本
――ケルン文化会館長異聞第３回 ドイツにおける外国人・ヒトの移動 その１」『書斎の窓』 2014
年 5 月号（No.633）；同「ドイツ・ケルンから考えた日本 ――ケルン文化会館長異聞 第４回  ドイ
ツにおける外国人・ヒトの移動 その２」『書斎の窓』 2014.7 月号(No.634)。ドイツの難民問題が
孕む多様な側面については、手塚和彰『EU 盟主・ドイツの失墜――英国離脱後の欧州を見る
鍵』中央公論新社、2017 年。 
95 松丸和夫「ドイツの雇用促進政策と社会保障」『海外社会保障研究』125、1998-12、18 頁。 
96 Bade, Klaus J./Oltmer, Jochen, Flucht und Asyl seit 1990, in: Dies, Notfall 
Migration.(ZeitBilder, Bd. 15), Bonn 2004. 
http://www.bpb.de/gesellschaft/migration/dossiermigration/56443/fluchtundasylseit
1990 
97 この点について、詳しくは、次を参照、平島健司『ドイツの政治』東京大学出版会、 2017 年、








ために、独仏は、2015 年 1 月にウクライナ東部でエスカレートした戦争を停戦に持ち込むため
の第二ミンスク協定(2015 年 2 月 12 日)でイニシアティブをとり、EU とロシアとの合意を維持し
たし、また、同年夏には、ドイツ政府は、ギリシャを金融破綻の前にユーロ圏内部に止めるため
に、アテネの政治転換を粘り強く促しそれに成功した。しかし、その一方で、難民政策に関して
は、2014 年には 20 万人以上、2015 年には年末までに 100 万人弱にものぼることとなる難民申
請者の波を前にして、ドイツ政府は、同年 9 月、大量の難民を受け入れるとの決定を下し、難民
流入によるヨーロッパの危機をさらに先鋭化させ、 EU 内部の政治的対立を深める結果を招いた




















                                                   








99 Janning, Josef, Europa unter Handlungsdruck, in: DEUTSCHLAND. de , 




道によれば、（2018 年 9 月時点で）シリアの反政府軍の最後の牙城とされるイドリブ県の反政府
軍兵士の「多くはかつてのアルカイダの兵士」 (viele einst als Al-Qaida) であるという（2018 年
9 月 5 日、NHKBS1, 午前 5 時台）。また、フランス２の報道によれば、その反政府軍の構成は、
国民解放戦線（かつてトルコが支援）、イスラム過激派の IS、そしてアルカイダであるという
（2018 年 9 月 8 日、NHKBS1, 午前 6 時台）。こうした兵士たちのテレビ画面に映し出される
「顔」が、以前の IS の兵士たちと同様に、必ず覆面で覆われていることも興味深い。  
さて、今回の「ドイツの大きな人道的身振り」について、「ドイツは裏口を通じて地上で最大の



















                                                   
100 „Merkel hat Asylrecht faktisch außer Kraft gesetzt“,in:Die WELT als 
ePaper,Veröffentlicht am 19.05.2016. 
https://www.welt.de/politik/deutschland/article155470022/MerkelhatAsylrechtfaktis
chausserKraftgesetzt.html 
101 Merkel Defuses Coalition Clash Over Migration with Compromise(By Patrick 
Donahue and Arne Delfs) Updated on 2018.7.3. 7:23 
https://www.bloomberg.com/view/articles/2018-08-07/canada-and-saudi-arabia-spar-
on-twitter-and-no-one-will-win; 



















































 （１） 「世界社会」とラテラルな世界システムのレジーム  
 
 アタリが 21 世紀の世界を、秩序を失ってますます混沌としていき、「超民主主義」にいたる前段
階として「超紛争」へと導かれていくような暗黒の世界として描いたとすれば、ドイツの社会学者


















                                                   
102 志賀櫻『タックス・ヘイブン』岩波新書、2013 年、19 頁以下。 
103 ヴィルケは、1983 年からビーレフェルト大学で社会学を教えた後、 2002 年より同大学、国家
理論・グローバルガヴァナンスの教授、 2008 年よりツェッペリン大学、グローバルガヴァナンスの
教授。 
104 Willke, Helmut, Global Governance , transcript Verlag, Bielefeld, 2006; Willke, 
Helmut, Smart Governance. Governing the Global Knowledge Society , Campus 
Verlag, Frankfurt/New York, 2007;  前者（ドイツ語版）と後者（英語版）は内容的に重なりつ
つも、同一ではなく、構成もかなり異なっている。ヴィルケが継承・発展させようとしているルーマ
ンの社会システム論との関連では、前者のほうにいっそうその点が明瞭に出ている。  
105 ルーマン（Niklas Luhmann, 1927-1998) は 1968 年から 1993 年まで、ドイツ語圏で最初
の社会学部となるビーレフェルト大学社会学部の教授。  











このグループに含まれるのは、世界機関（例えば、世界貿易機構 WTO, 国際決済銀行 BIS, 


























                                                   
107 Willke, Smart Governance, p. 8. 
108 Willke, Smart Governance, p. 8. 
109 Willke, Smart Governance, p. 8. 
110 Willke, Smart Governance, p. 8; Willke, Global Governance , S. 5. 
111 Willke, Smart Governance, p. 38. 
112 Willke, Systemtheorie I: Grundlagen, 7., überarbeitete Auflage, Stuttgart 2006, S. 
18ff. 









図表 II-1 ラテラルな世界システムのレジーム  
 
 
資料： Willke, Helmut, Global Governance , transcript Verlag, Bielefeld, 2006, S. 40. 
 
  




                                                   






























力 に お い て 人 間 発 展 の 誤 っ た 専 門 化 (Fehlspezialisierung der 
Menschheitsentwicklung) 」といえるような「法と政治の特殊な組み合わせ」を導いたのだとル
ーマンはしている116。そこから、来るべき「世界社会」の姿に関する次のようなルーマンの注目す


































                                                   
115 Willke, Global Governance , S. 33. 以下のルーマンの見解は基本的にヴィルケの要約
による。 
116 Willke, Global Governance , S. 33. ここでヴィルケはルーマンの次の論文を参照している。
Luhmann, Niklas, Die Weltgesellschaft, in: Archiv für Rechts- und Sozialphilosophie , 
Vol. 57, No. 1 (1971); auch, in: Luhmann, Niklas, Soziologische Aufklärung 2, 
Aufsätze zur Theorie der Gesellschaft , 7. Aufl., Springer VS: Wiesbaden, 2018. 以下
での Luhmann, Die Weltgesellschaft からの引用は、全て、Soziologische Aufklärung 2 に
よる。本文のルーマン論文からの引用は、S. 67, 70. 
117 Willke, Global Governance , S. 33. 
118 次を参照、ガーシェンクロン、アレクサンダー、池田美智子訳『経済的後進性の史的展望』
日本経済評論社、2016 年。 





































                                                   
120 Willke, Global Governance , S. 39. 
121 Willke, Global Governance , S. 40. 
122 この概念に関してヴィルケが参照しているのは次の論文である。 Simon, Herbert A., 
Rationality as Process and as Product of Thought, in: The American Economic 
Review, Vol. 68, No. 2, Papers and Proceedings of the Ninetieth Annual Meeting of 
the American Economic Association (May, 1978), p. 8f. 
123 Willke, Global Governance , S. 8. 
124 以下については、Willke, Global Governance , S. 32ff.; Luhmann, Die 
Weltgesellschaft, in: Luhmann, Niklas, Soziologische Aufklärung 2: : Aufsätze zur 


















Lernen oder Nichtlernen--das ist der Unterschied. 」（ルーマン） 126  
 意思決定とガヴァナンスの基本的考え方が、人々の思考・行動様式に関して、このように、「規
範 的 期 待 」 (normatives Erwarten) を 前 提 と す る も の か ら 「 認 知 的 期 待 」 (kognitives 
Erwarten) を前提とするものへとシフトしていく事態を、ヴィルケは「認知論的転回」(cognitive 
turn, kognitive Wende) と呼んでいる127。意思決定の仕方に関していえば、認知的レジームに
おいては、規範的レジームの民主的意思決定の枠組みである多数決から「専門的知識・技術」













                                                   
125 Luhmann, Die Weltgesellschaft, in: Luhmann, Soziologische Aufklärung 2 , S. 67.    
126 Luhmann, Die Weltgesellschaft, S. 67; Willke, Global Governance , S. 33.   
127 Willke, Smart Governance, p. 44; Willke, Global Governance , S. 84. 
128 Willke, Smart Governance, p. 44. 
129 ドイツ語版（Willke, Global Governance , S. 74ff. ）では、WTO（世界貿易機構）, BIS（国
際決済銀行）, グローバルな格付け機関を、英語版（Willke, Smart Governance, p. 130ff.）
では、グローバル・ファイナンスのみを取り上げている。  
 34 
知』(collective intelligence) を創造するために協力している」、とヴィルケはしている 130。 
 その共同作業の核心を示すために、ヴィルケは、BIS（国際決済銀行）のケースの検討のなか
で、国際的に活動する銀行の自己資本比率や流動性比率等に関する国際統一基準を定めた









































                                                   
130 Willke, Smart Governance, p. 9. 
131 以下は、Willke, Smart Governance , p. 81ff. 
132 そのメンバーは、委員会の１９７４年設立時は G10 諸国の中央銀行と銀行監督当局から構
成され、その後メンバー国の拡大がはかられた。  
133 Willke, Global Governance , S. 83. 
 35 
（1988 年）は、こうした経緯の中でまとめられたものであった。  
 その改訂版（2004 年）であるバーゼル II について、ヴィルケは次のように述べている。「バーゼ













ム を 構 成 す る 諸 機 関 ・ 諸 制 度 は 、 そ の 課 題 を 主 と し て 「 認 知 論 的 パ ラ ダ イ ム 」 (einem 
kognitiven Paradigma) のなかで遂行しているとヴィルケは述べ、「その作業上のリソースは、

















                                                   
134 Willke, Global Governance , S. 83. 
135 Willke, Global Governance , S. 84. 
136 Willke, Global Governance , S. 74ff.; Willke, Smart Governance , p. 130ff. 








から 3 年以上も経過した後であったのに対して、今回の世界金融危機では 12 か月後には下降
から上昇に転じている139。 
 

















全体のコーディネーション societal coordination 142）の諸類型について、図表 II-2 のような図
                                                                                                                                                               
Policy Portal. Research-based policy analysis and commentary from leading 
economists, 08 March 2010; Eichengreen/O'Rourke, A Tale of Two Depressions, 
Advisor Perspectives, April 21, 2009; 植田和男「世界金融危機・経済危機オーバーヴュー
――危機の原因、波及、政策対応」（植田和男（編）『世界金融・経済危機の全貌―原因・波及・
政策対応』慶應義塾大学出版会、2010 年、所収）、49 頁。 
138 植田和男「世界金融危機・経済危機オーバーヴュー」、林伴子「世界金融・経済危機にお
ける各国の政策とその効果」（植田和男（編）『世界金融・経済危機の全貌』、所収）。  
139 Eichengreen/O'Rourke, What do the new data tell us? 
140 Willke, Helmut, Systemtheorie III: Steuerungstheorie , 3., bearb. Aufl., Stuttgart 
2001, S. 358f. 
141 Willke, Systemtheorie I: Grundlagen , S. 18f. 
142 社会システム論におけるコーディネーション (coordination) 問題については、Willke, 











a substantial strategic purpose of 

















Ganzen, d.h. der Gesamtheit des Netwerkes )、この両者のコンビネーション」 144とも述べて
いる。 
 




























      低い        高い  
      サブシステム相互の関係の複雑性 
資 料 : Willke, Smart Governance , p. 16; Willke, Helmut, Systemtheorie II: 






                                                                                                                                                               
合には秩序形成とする。 
143 Willke, Global Governance , S. 16. 





 ところで、社会の秩序形成(societal coordination) に関するこうした考え方が、「社会学の根
本問題」である「どうしたら社会秩序は可能か」 (Wie ist soziale Ordnung möglich?) といういわ























                                                   
145 以下については、Willke, Global Governance , S. 35f. 
146 Willke, Global Governance , S. 35. Kontingenz の概念については、Willke, 
Systemtheorie I: Grundlagen , S. 28ff. また、雨宮昭彦「比較社会史の「理論」と社会システ
ム論的アプローチ」『思想』岩波書店、No. 1032、2010 年、を参照。 
147 Willke, Systemtheorie I: Grundlagen , S. 28. 
148 パーソンズの Kontingenz 概念とルーマンのそれとの相違については、 Luhmann, 
Einführende Bemerkungen zu einer Theorie symbolisch generalisierter 
Kommunikationsmedien, in: Ders., Aufsätze und Reden ,Stuttgart 2004, S.34 ；Willke, 
Smart Governance , p.14. 雨宮昭彦「比較社会史の「理論」と社会システム論的アプローチ」
『思想』岩波書店、No. 1032、2010 年、を参照。 












 （５） 「固有の価値としての偶有性」とシステミック・リスク  
 
 ヴィルケのグローバル・ガヴァナンス論／スマート・ガヴァナンス論が、形成されつつある「世界
社 会 」 に 関 す る 、 2006 ／ 2007 年 当 時 の 社 会 の 内 部 か ら 発 せ ら れ た 「 自 己 構 想 」
(Selbstentwurf) の試み一つであったことは疑いない。同じ 2006 年に出版されたアタリの『未来
の 簡 潔 な 歴 史 』 が 、 そ の 社 会 の 現 実 な い し は 歴 史 的 時 間 に 関 す る 「 自 己 記 述 」
(Selbstbeschreibung) を装って描かれた「自己構想」であるのと同様に 151。そのいずれもが、現
実の社会に対して、構築的に働きかけようと志していることは明らかであろう。  











                                                   
150 Willke, Global Governance , S. 36． 
151 社会システム論における社会の「自己構想」と「自己記述」については、雨宮昭彦「比較社
会史の「理論」と社会システム論的アプローチ」『思想』岩波書店、 No. 1032、2010 年、および
次を参照。Nolte, Paul, Die Ordnung der deutschen Gesellschaft. Selbstentwurf und 
Selbstbeschreibung im 20. Jahrhundert , München 2000. 
152 Willke, Helmut/Willke, Gerhard, Political Governance of Capitalism: A 
Reassessment Beyond the Global Crisis , Edward Elgar Pub, 2012; Willke, Helmut, 
Demokratie in Zeiten der Konfusion , Berlin 2014; Willke, Helmut, Dezentrierte 
Demokratie. Prolegomena zur Revision politischer Steuerung , Berlin 2016. 
153 Willke, Helmut/Becker, Eva/Rostasy, Carla, Systemic Risk: The Myth of Rational 





















行 BNP パリバ傘下の 3 つのヘッジファンドにおける取り付け騒ぎから始まった。日本経済につい
て言えば、「2002 年初めから息の長い景気拡張局面にあったが、2007 年の年末ごろまでに








                                                   




報』2015 年 6 月号、https://www.smtb.jp/others/report/economy/38_0.pdf. 
155 「日本経済 2008－2009－急速に厳しさが増す景気後退－平成 20 年 12 月 内閣府政策
統括官（経済財政分析担当）」http://www5.cao.go.jp/keizai3/2008/1212nk/pdf/08-1-1.pdf 
156 Flandreau, Marc/Flores, Juan/Jobst, Clemens/Khoudour-Cateras, David, 
Business Cycles, 1870-1914, in: The Cambridge Economic History of Modern Europe , 







































III 現代経済史の視点――フェインステインの遺言  
 
 ここで取り上げるのは、2004 年に亡くなったイギリスの経済史家チャールズ・フェインステイン
（Charles Hilliard Feinstein, 1932 年生まれ）が、1997 年に、アメリカの経済史家ピーター・
テーミン(Peter Temin, 1937-) 、イタリアの経済史家ジアンニ・トニオロ (Gianni Toniolo)とともに
                                                   
157 Willke, Becker, Rostasy, Carla, Systemic Risk: The Myth of Rational Finance and 




ば、前著の極めて興味深い「第 10 章 エピローグ： 過去と現代」が同じ章名の下に完全に書き
改められた。本稿で議論の焦点となるのは、その改訂版ではなく、共著の「主導的著者(the 
lead author) が 2004 年に亡くなる」160前に出版された前著である。 




年から 38 年までの戦間期 20 年間の消費や資本形成などに限定されていたのに対して、全て
のマクロ経済データをいっそう長期にわたって扱い、幾つかの統計シリーズでは戦間期からそれ











                                                   
158 Feinstein, Charles H./Temin, Peter/Toniolo, Gianni, The European Economy 
Between the Wars , Oxford University Press, 1997. 
159 Feinstein, Charles H./Temin, Peter/Toniolo, Gianni, The World Economy Between 
the World Wars , Oxford University Press, 2007. 
160 Feinstein/Temin/Toniolo, The World Economy Between the World Wars , Preface. 
161 Feinstein, C.H. National income, expenditure and output of the United Kingdom, 
1855-1965 . Studies in the national income and expenditure of the United Kingdom; 
6., Cambridge University Press, 1972. 
162 W. F. Mauder の Review, in: The Economic History Review , Vol. 26, No. 2, 1973, p. 
356. 
163 Mauder の前掲 Review、および A. R. Prest の Review, in: The Economic Journal , Vol. 
83, No. 330, 1973, p. 580. 
164 Feinstein, C.H. /Sydney Pollard (eds.), Studies in capital formation in Great 
Britain: 1750-1920 , Clarendon Press, 1988. 
165 A handlist of the papers of Charles H. Feinstein 1932– 2004 in the Library of 
Nuffield College Oxford 2006, これは次のサイトで利用可能である。
http://piketty.pse.ens.fr/files/Feinstein2006(OxfordArchives).pdf 
166 Feinstein, C.H. /Anna Bull. Historical precedents for economic change in Central 
Europe and the USSR . Credit Suisse First Boston; Oxford Analytica, 1990; Feinstein, 
C.H. Enterprise guidance in Eastern Europe – comparison of 4 socialist economies – 
Granick, D. Economic Journal , 87 (347), 1977 [Book review] 
 43 
ては 1990 年代の中国の技術移転に関する編著（1997 年）もある167。第二に、彼の出生地であ
る南アフリカ（フェインステインは 1932 年にヨハネスブルクに生まれた。）に関して、「既知の情報

































                                                   
167 Feinstein, C.H./Howe, C. (eds.). Chinese technology transfer in the 1990s: current 
experience, historical problems and international perspectives , Elgar, 1997 
168 Feinstein, Charles H., An Economic History of South Africa. Conquest, 
Discrimination and Development , Cambridge University Press, 2005. 引用は、同書、
p. xviii. 
169 Feinstein, An Economic History of South Africa , p. xvii. 
170 Nattrass, Nicoli , Charles Feinstein and South African Economic History, in: 
Journal of Southern African Studies , Vol. 32, No. 4, (Dec., 2006), p. 842. 
171 Feinstein, Charles H./Temin, Peter/Toniolo, Gianni, The European Economy 
Between the Wars , Oxford University Press, 1997 の頁数を示す。以下、同様。  
 44 
本書が最初に行う作業は、「近代経済成長」(modern economic growth) という基本的観点
の紹介と、19~20 世紀にわたる「近代経済成長」という長期の経済過程のなかに研究対象となる













は、1945 年まで延期され、それ以後に、ゆっくりとした速度で再開されるのである。  

















長に関して、そのウェイトを付けた平均値を示すと、実質 GDP の年平均成長率は 2.4%、人口
の年平均成長率は 0.6%、一人当たり実質 GDP の年平均成長率は、約 1.8%である。この全期
                                                   
172 Kuznets, Simon, Modern Economic Growth. Rate, Structure and Spread , Yale 
University Press, 1966, p. 487. （『近代経済成長の分析 下』塩野谷祐一訳、東洋経済新報
社、1968 年、450 頁） 
 45 
間は、その成長率のトレンドとの関係で、次の 4 つの時期に区分できる。すなわち、この平均的
成長率のトレンドにほぼ沿っているのが、 1890~1913 年と 1973~1994 年の二つの期間であり、




者の時期は、一人当たり実質 GDP の長期トレンドの僅かに半分の 0.9%にまで下がっている。
本書の対象となるのは、この長期トレンドの傾きを下方へと乖離した時期、現代ヨーロッパの経




GDP(1990 International Geary-Khamis dollars) の 1890 年から 1994 年の期間における
変化を示したものが、図表 III-1、図表 III-2 である。図表 III-2 は、図表 III-1 の縦軸を対数に
している。片対数（または半対数）グラフへのこの書き換えによって、経済成長の長期的トレンド
とそれから明らかに乖離した時期 (A：1913 年から B:1973 年まで)の関係が、一目瞭然となる。  
もしも、一人当たりＧＤＰの増加が、年成長率 1.8%で 1890 年から 1994 年の全期間にわたっ
て変わることなく続いたとすれば、この全期間の開始の年から n 年目の一人当たり GDPn は、次
のように書ける。  
GDPn=GDP1・(1+0.018)n-1           したがってこの式を対数にすると次のようになる。  





後の経済成長が再開してからほぼ 20 年間であったということができる。  
 
ちなみに、本書から離れることになるが、こうした長期の経済発展の経済史的意味に踏み込






」(eine ausserordentliche, ja verblüchende Stetigkeit 
der wirtschaftlichen Entwicklung auf lange Sicht  ボールド、強調点、原文、以下同
                                                   
173 Historical Statistics of the World Economy: 1-2008 AD., 
www.ggdc.net/maddison/historical_statistics/horizontal-file_02-2010.xls 
174 Jánossy, Franz, Das Ende der Wirtschaftswunder. Erscheinung und Wesen der 
wirtschaftlichen Entwicklung , Frankfurt/Main, Neue Kritik, 1966; Jánossy, Frenc, 
The End of the Economic Miracle. Appearance and Reality in Economic Development , 









」(die Trendlinie der wirtschaftlichen Entwicklung) 177と名付けた。なお、ヤノ
シーの場合、この経済発展は、国民所得、工業生産額など様々な集計量で計測されている。  
このトレンドラインについて、彼は、さらに、次のように述べている。「この経済発展のトレンドラ












全体の時期（同図表 CE）を「再建期ないし経済的再建期」(die Rekonstruktionsperiode, the 















な証拠がある」、と。これは、ヤノシー仮説の経済的再建期に関して、図表 III-3 の CD から DE
                                                   
175 Jánossy, Franz, Das Ende der Wirtschaftswunder,  S. 9. 英語版では、an 
extraordinary and astonishing constancy in long-term economic development. 
Jánossy, Frenc, The End of the Economic Miracle, p. V. 
176 ドイツ語版では単に「見つけた」 (fand, S. 9)であるが、英語版では「偶然に見つけた」 (ran 
across, p. V)と強調されている。 
177 英語版では、the trendline of economic development(p. V) 
178 Jánossy, Das Ende der Wirtschaftswunder, S. 16; Jánossy, The End of the 
Economic Miracle. p. 9. 
179 Crafts, Nichola/Toniolo, Gianni, Aggregate growth, 1950-2005, in: Broadberry, 
Stephen and Kevin H. O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern 




図表 III-1 一人当たり GDP の変化  ヨーロッパ 12 カ国平均、1890‐1994 年 































































































Total 12 Western Europe 
 
 
図表 III-2 一人当たり GDP の変化  ヨーロッパ 12 カ国平均、1890‐1994 年、片対数グラフ 
 







図表 III-3 ヤノシーの「経済的再建期」のモデル  
 
資料： Jánossy, Frenc, The End of the Economic Miracle. Appearance and Reality in 




図表 III-4 一人当たり GDP の変化  ヨーロッパ 12 カ国平均、1870‐2008 年、片対数グラフ 
 





フェインステインらは、個々の局面の分析に入る前に、この時代の経済を、 1913 年から 1950 年
（ないし 1913 年から 1938 年）の経済的集計量の上に生じた 4 つの目立った変化として「事実を
定式化する形」(‘stylized facts’)で簡潔に論じている。 
第一は、経済成長の減速である。北米（アメリカ、カナダ）とヨーロッパを比較すると、とくに、
1913 年から 1950 年までのこの下方への乖離が、北米、とくにアメリカのほうがより軽度であり（長
期トレンドの傾きと 1913－50 年の傾きは、アメリカ 1.8%, 1.4%、ヨーロッパ 1.8%, 0.9%、平均年
率、以下同様)、第二次世界大戦後のブームは、ヨーロッパに比べて、はるかに小さかった（アメ




「1913 年から 1950 年までのヨーロッパの経済成長の深刻な減速に関する、従って、また、逆











1913 年以前は、主要ヨーロッパ諸国における輸出の所得弾力性(the income elasticity of 
export)、すなわち輸出相手諸国の所得の増加率に対するそれら諸国への輸出数量の増加率
の比率は、1 よりも十分に大きかったが、その後の四半世紀には後退した。ヨーロッパ諸国の実
質 GDP の成長率（平均年率、%）は、1890－1913 年には、1.4、これに対して輸出量の増加率
(%)は、フランス：2.8、ドイツ：5.3、イタリア：3.7、イギリス：2.6 であったが、1913－1950 年には、

















1930 年代の特徴であり、それに対して 1960 年代は例外的に低かった（2.5%）。1920 年代の騒
然とした 10 年間の失業率は 8.3%で、1980 年代（8.8%）、1990 年代初期（9.2%）と比較可能に
みえる。 
第四は、失業者の数は増加したが、有業者の単位労働時間当たりの生産、すなわち労働生
産性は増加し続け、1913 年から 1929 年までの労働生産性の成長率（平均年率 2.2%）は、大
戦前 1890－1913 年（1.7%）よりもいっそう高かったことである。その要因として挙げられているの
が、この時期の豊かな技術革新であり、また、教育の普及と大学入学者の増加によって人的資







」(slow growth and depression were man-made rather than 












起こされたが（第 3 章「1920 年代の危機」）、それにもかかわらず、 1920 年代には生産性の点で
重要な改善があった（第 4 章「1920 年代における産出、生産性、技術進歩」の第 4 節「生産性
の成長」）。 
この節（第 4 章 4 節 p. 76 以下）では、開戦前後の二つの期間
．．．．．．．．．．























































図表 III-5: ヨーロッパ諸国の労働生産性と資本深化、TFP（全要素生産性）の成長率（年、%）  
         1900~1914 年、1922～1929 年、1929～1938 年 
1900～1914 年 
 資本深化 TFP 労働生産性 
ベルギー 0.78 -0.22 0.56 
デンマーク 1.19 1.76 2.96 
フィンランド 0.92 0.85 1.77 
フランス 0.64 0.6 1.23 
ドイツ 1.07 -0.08 0.98 
イタリア 2.02 1.86 3.89 
                                                   
180 Roses, Joan R./Wolf, Nikolaus, Aggregate growth, 1913-1950, in: Broadberry, 
Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe , 
Vol. 2, Cambridge University Press, 2010, p. 200ff. 
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オランダ 0.61 0.73 1.35 
ノルウェイ  1 0.84 1.84 
スペイン 1.48 0.8 2.28 
スウェーデン  0.66 -0.08 0.58 
スイス 0.75 0.37 1.12 
イギリス 0.18 0.21 0.39 
 













ベルギー 0.78 2.61 3.39 ベルギー 0.93 0.72 1.65 
デンマーク 0.59 2.2 2.79 デンマーク 0.23 0.12 0.34 
フィンランド 1.08 3.42 4.49 フィンランド 0.45 1.8 2.25 
フランス 1.11 4.19 5.3 フランス 1.9 1.3 3.2 
ドイツ 1.69 5.22 6.91 ドイツ 0.04 2.01 2.05 
イタリア 2.4 1 3.4 イタリア 1.38 0.88 2.26 
オランダ 0.41 2.5 2.91 オランダ 0.32 -0.17 0.15 
ノルウェイ  1.02 3.72 4.74 ノルウェイ  1.41 1.24 2.65 
スペイン 1.8 1.45 3.25 スペイン 0.99 -4.31 -3.32 
スウェーデ
ン 
0.22 1.78 2 
スウェーデ
ン 
1.41 1.35 2.76 
スイス 0.74 4.56 5.3 スイス 0.55 0.74 1.29 
イギリス 0.85 0.72 1.57 イギリス 0.78 -0.2 0.58 
＊この表で、資本深化＋TFP＝労働生産性（各々、年成長率）181。「労働」は「労働時間合計」
(Total hours worked) 。「資本深化」(Capital deepening) は「資本･労働比率」。「労働生産
性」は、「GDP／労働時間合計」(GDP per Total hours worked) 。 
資料：Roses, Joan R./Wolf, Nikolaus, Aggregate growth, 1913-1950, in: Broadberry, 
Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe , 
Vol. 2, Cambridge University Press, 2010, p. 202f. 
                                                   
181 コブ・ダグラス型生産関数に基づいて、GDP(Y)の成長への貢献要因を、労働(L)、資本(K)、
および全要素生産性(A)の３つの変数とし、資本分配率を α(0<α<1)とすれば、Y= Kα・L1-α・A 
この式より、労働生産性の成長率は次の通りである。  
Y/L= Kα・L-α・A  したがって、 Y/L= (K/L)  α・A  これを対数にして logY/L=α・logK/L +logA  
これを微分して d/dt[logY/L]=α・d/dt[logK/L] +d/dt[logA]  すなわち、労働生産性の成長率
(Labour productivity)=( 資本分配率×資本・労働比率の成長率)(Capital deepning) ＋全要
素生産性の成長率(TFP) ここで資本分配率は、各国、次の通りである。ベルギー 0.37、デンマ
ーク 0.37、フィンランド 0.33、フランス 0.38、ドイツ 0.40、イタリア 0.38、オランダ 0.32、ノルウェ
イ 0.47、スペイン 0.35、スウェーデン 0.33、スイス 0.33、イギリス 0.44。Roses, Joan R./Wolf, 
Nikolaus, Aggregate growth, 1913-1950, p. 201, Table 8.5 の注を参照。全要素生産性の
成長率を導出する GDP、資本蓄積、総労働時間の各成長率の数字については、 Roses, Joan 














































(man-made)だったのだ」 (p. 79)、と。 
 以上の指摘では、産業経済を担う企業が 1920 年代に、新技術や新しい人的資本や外部性





















1 節、2 節など）を、この点を中心に、簡単にまとめておこう (p. 18 以下)。 
国家の予算規模から見たとき、1914 年以前の総予算の対 GDP 比率が 15%を超えることは
滅多になかった。しかし、大戦期には、イギリスの場合、軍事費だけでも、対 NNP 比で戦前の
4%(1913 年) から 38%（1917 年）へ上昇し、政府総予算は国民所得のほぼ半分にまで近づい
た。ドイツでは軍事費だけで 1917 年には 53%（対 NNP 比）にまで跳ね上がった (p. 189、表
10.1)。このように経済的資源を動員して組織された戦時経済から平時経済への転換には、軍
事に特化されて他への転用が難しい、いわゆる資産特殊性産業の転換の問題をはじめとして産
                                                   
182 前注を参照。 

























































































1931 年には転換し、純流出額は 6 億ドル以上になった。これについては、アメリカの通貨政策
の引き締めなど幾つかの要因が挙げられている。  
 57 
1920 年代末にドイツは未曽有の厳しい不況に陥った。1929 年から 1932 年までに、実質国
内生産は 16%、工業生産は 40%以上、輸出額はほぼ 60%、各々、減少した。失業は 1927 年
の 130 万人（労働力の 4%未満）から 1932 年の 560 万人（17%以上）へと急増した。ドイツの不
況は資本流入の停止よりも早く始まっていたとしても（ドイツの名目短期金利が、外国資本の流
入が止まっても急上昇しなかったこと、工業生産には 1928 年あるいは 29 年に成長が見られなく

















































の貸し手(no hegemonic lender of last resort) も存在してはいなかったのである」 (p. 109)。こ
の言葉には、著者たちの主張が端的に表れているように思われる。  
 58 
ところで、ドイツは 1931 年 7 月から 8 月に金本位制を放棄していたが、マルクの価値は一連
の法令や交渉によって維持された。その際、金とマルクの自由な流出は禁止され、政府の管理

















































12 カ国多い、38 の独立国家が存在することになった。  
さて、「中欧・東欧の地図のこのような変更を決定するに際して、戦勝国が導きとしたのは、主












民地（自治領 dominions を含めない）は、1913 年の人口 3 億 8010 万人、面積 1350 万 km2
から 1938 年の人口 4 億 5380 万人、面積 1500 万 km2 へ、フランスの植民地は、1913 年の人












                                                   
184 Eloranta, Jari/Harrison, Mark, War and disintegration, 1914-1950, in: 
Broadberry, Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of 








































ちなみに、世界大戦終戦後の 1920 年は、ベートーヴェンの生誕 150 年にあたっており、オー
ストリアの劇作家で詩人のフーゴー・フォン・ホーフマンスタールは 2 回の記念講演を行った186。
                                                   
185 Radice, E.A., General characteristics of the region between the wars, in: 
Kaser/Radice(eds.), Economic structure and performance between the two wars , 
Oxford University Press, 1985, 




市に 1770 年に生まれたベートーヴェンは、1792 年、21 歳の時に、その文化圏の中心都市であ
ったウィーンに出てきて以来、1827 年、56 歳で亡くなるまで終生ウィーンに住み続けた187。この




























                                                                                                                                                               
ール選集 3』河出書房新社、1972 年、所収） 
187 大築邦雄『ベートーヴェン』音楽之友社、1962 年。 
188 ホーフマンスタール「ベートーヴェン 1770‐1920 年」 テキストは、Hugo von 
Hofmannsthal, Rede auf Beethoven 1770–1920. Hofmannsthal, Hugo von, Essays, 
Reden, Vorträge, Rede auf Beethoven - Zeno.org に拠る。 
189 川村二郎「解説＝ホーフマンスタール」（『世界文学全集 38 ホーフマンスタール／ムジル』
講談社、1970 年、所収）435 頁による。 
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図表 III-6 世界大戦後の中欧における新国家  
 
資料：Gilbert, Martin, First World War Atlas , Weidenfeld and Nicolson ・London, p. 
155（Feinstein/Temin/Toniolo, The World Economy Between the World Wars , p. 29 に









































主要原因でさえあった」 (its rigidity was 



































































両方から妨害された。欧州連合(the European Union) の諸国は、このブレトンウッズシステム
の終焉に、その通貨の為替相場を狭い変動幅の内部で調整するシステム（欧州通貨制度
EMS）の設立を試みることによって対応し、「今や〔すなわち本書が刊行された 1997 年の時点














国の経済に永続的なダメージを与えることになる前に、 EMS を離れる意思を示した」 (p. 202)。 






























もいち早く、1931 年 7 月から 8 月に離れたにもかかわらず、為替の切り下げを回避してデフレー
ション政策を敢行し続け(p. 110)、世界恐慌のさなかにあるドイツ経済をいっそうの不況へと追い
込み、失業率を記録的な高さへと引上げた。ドイツの 1932 年の工業部門失業率はほぼ 45％で、
欧米主要諸国で最も高い値にまで上昇した191。それが、この国が 1932 年以後社会的・政治的
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191 Eichengreen, Barry and Tim Hatton, Interwar Unemployment in International 
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実行して失業率を急速に引き下げた（p. 145)。工業部門失業率は 1938 年には 3.2％でヨーロ
ッパ欧米主要諸国で最も低い水準にまで下がった 192。ドイツの 1929-38 年の実質 GDP 成長率









コの 3.5%、ドイツの 3.9%に対して、最も高いギリシャは 23%、スペインは 18.4%である。若者
（25 歳以下）の失業率では、最も低いドイツの 6.7%、チェコの 10.5%に対して、最も高いギリシャ
は 44.2%、スペインは 43.1%とすさまじい数字を示している 195。ギリシャやスペインのこうした高い
失業率は、リーマンショック(2008 年)を契機に現れ、それ以後、大きく変化することなく高止まり
を続けているのである 196。そして、2015 年以降は、こうした EU 域内の経済的低迷や英仏米の
空爆という「人為」(man-made) にも支援された「アラブの春」以後のアラブ諸地域の政治的・社
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一編『グローバリゼーションと国民経済の選択』東京大学出版会、 2001 年、所収） 
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 フェインステインらは本書の最後に次のように記した。「歴史は繰り返さないし、 1918 年以後と
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